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1. はじめに
平成18(2006)年 8月20日の朝H新聞 1面に、「アジア留学生に奨学金、日本で就職促す 2千人
に国支給」と題して以下の記事が載った。
中国、韓国などアジア諸外国の優秀な人材に、日本企業にもっと入ってもらおうと、日本の大学
で学ぶ留学生への無償奨学金制度を 07年度から経済産業・文部科学両省が始める。大学・大学院
に、採用意欲のある企業と提携して、留学生向けの専門講座やビジネス日本語講座などの 2年間の
特別コースを新設してもらい、その受講生 1人あたり、住居費分、学費免除分、生活費など月計20
万～ 30万円相当の支給を検討中だ。支援対象は約2000人を想定している。
特別コースは企業の中核を担える人材の育成が目標で、電機・ IT業界、環境関連産業など特定
分野の企業群と提携し、それらのニーズにあった専門性の高い授業を想定。また、留学生の日本企
業就職率が伸びない理由となっている、日本語の力不足や企業風土の特徴をあまり知らないことな
どを解消するため、特別コースには実用性の高い日本語会話の授業や日本の企業文化などを教える
授業のほか、インターンシップ制度も盛り込んでもらう。両省が授業内容を審査し、奨学金制度を
適用するかどうか決める。
両省は関連予算として07年度予算の概算要求に約60低円を盛り込む方針。この中には、同じ目
的で、既存の国費留学制度を使っている留学生らが無料参加できる就職支援プログラムも加わる。
経産省によると、 04年度は約 3万人の留学生が日本の大学・大学院を出たが、日本国内で就職
した留学生は約5700人にとどまった。留学生支援策の拡充で、アジアの優秀な人材の定着を増や
そうとしている。
留学生を人材として活用しようという、行政からの明確な動きが現れたことについては、留学生
教育のいわゆる「出口」である、「H本と関連のある企業への就職のために必要なビジネス日本語
カ」を近年の研究テーマにすえてきた筆者にとって、そして、今年（平成18年）度、大学院人間社
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会・文化研究科、言語文化専攻にビジネス日本語コースを開講した武蔵野大学にとっては、まさに
「時が来た」といった感がある。
しかし、留学生に対するビジネス日本語教育はまだその「入口」にあり、教材もほとんど整って
いない状況である。キーワードである高度外国人材1を育成するためには、産業界のニーズをさら
に深く探り、教育内容を充実していく必要があるが、その研究もまだ少ない。その中で、厚生労働
省、総務省、経済産業省などの近年の調査データには、今後のビジネス日本語教育を考えていく材
料を見つけることができる。そこで、本論では、まず、それらのデータから、留学生の就職などに
ついての現状を確認し、ビジネス日本語についてのニーズを図る。次に、ビジネス日本語について
定義した上で、武蔵野大学大学院ビジネス日本語コースの概要、特徴を簡単に紹介し、平成18年
度前期の授業についての院生の記述を分析、今後のビジネス日本語教育の充実と、その研究に必要
なものを探る。そして、今後の大きな課題である、ビジネス日本語教育における産学連携の実現に
向けての提案をしていくことが、本論の目的である。
2.留学生の日本における就職状況に関する調査
平成 15年度厚生労働省委託調査「留学生の日本における就職状況に関する調査」報告書（平成
16年3月31日：三菱総合研究所）は、留学生の就職についての包括的な調査研究である。この調
査結果より主要部分を以下にあげる。
2-1. 留学生に対する日本での就職意識調査より
690の大学・大学院、 510の短期大学・専門学校の在学留学生927人に対するアンケートの調査
結果から以下をあげる。
1)母国での就業経験者は58.1％で就業年数は平均4.1年、日本でのアルバイト経験者が74％であっ
た。
2) 日本語能力は、来日前は「ほどんどできない」が37.3％だが、現在は「1級程度」が40.1％で
ある。
3) 「卒業後、最初に働きたい企業」は日本企業・日系企業が7割
4) 日本での就職希望理由は、キャリア形成のため66.9%、語学力を活かした仕事をしたい66.3%、
日本で学んだことを活かす55.4%、優れた技術を身につけたい 38.7%
5) 日本での就職希望年数： 3-5年未満 3割、 5 -10年未満 2割、 10年以上 1.5割
6)就職活動は、インターネットでの情報収集84.4%、就職専門webサイトヘの登録62.1%、就職
課での情報収集32.8%、知人からの紹介28.5%
7)希望している業種は教育・学習支援業35.8%、情報・サービス業30.0%、製造業26.3%
8) 「アルバイト経験は就職に役立った」が95.1%
その理由：日本文化や日本人について知ることができた77.2%、日本語能力が向上した70.0%、
業務の経験を得られた 37.8%、人脈が広がった 30.3%
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9) 日本での就職を希望しない理由：母国で暮らしたいため 52.2%、外国人の出世に限界がある
34.1%、日本語能力に不安がある 22.1%
10) 日本での就戦する際の不安事項：採用時の差別 49.9%、日本語のハンディ 44.1%、人事処遇
34.7% 
アルバイト経験者は未経験者よりも不安が大きい、未経験者は日本語のハンディを心配してい
る。
11) 希望する就職支援は、留学生向け求人情報78.2%、就職活動に関する情報提供62.9%、ビジネ
ス・マナー／日本の会社での働き方に関する情報提供45.6%、ビジネスで必要な日本語の講習
31.8% 
12) 留学生の日本での就職における障害：求人の絶対数が少ない77.1%、留学生の採用企業が少な
い、企業が求める職種・業種と留学生が希望する職種・業種が合わない、留学生の日本語能力
が企業の求めるレベルに達しない
＊この調査からは、留学生の 7割が卒業後H本・日系企業で働くことを希望しているが、日本語カ
や日本のビジネスマナーの知識などについて不安を持ち、また、就職情報も少ないという現状が
わかる。
2-2. 元留学生の就職状況より
元留学生46名へのアンケート調杏結果から以下をあげる。
1)属性：中国が67.4%、日本で修士号取得が50%
2) 現在の在留資格：技術39.1%、人文知識・国際業務32.6%、日本人の配偶者 13.0%
3) 活躍する業種および職種：
業種：製造業37%、情報サービス業 23.9%、金融／保険・不動産業 13%
職種：システム開発・設計32.6%、販売・営業8.7%、貿易事務8.7%
4) 日本語力および資格の有無：ビジネスのやり取りが理解できるだけの日本語能力が必要とさ
れている仕事につくことができていて、 30.4％が日本語の資格を持っている
5)年収：平均452.8万円
6) 就職活動：インターネット41.3%、学校・大学の推薦枠への応募32.6%、知人からの紹介30.4%
7) 採用ポイント：日本語以外の語学力（犀語） 47.8%、向上心・やる気47.8%、学歴・資格45.7%、
専門知識・能力 41.3%、日本語能力 39.1%
8) 日本で就職してよかった点：日本語と母国語などの語学力を活かすことができる54.3%、キャ
リア形成のために日本での経験をつむことができる45.7%、日本文化や H本人について知るこ
とができた 45.3%、日本語の能力が向上した 41.3%
9)就職した企業に満足している点：業種・事業内容45.7%、仕事の内容（職種） 45.3%、会社の安
定性37.0%
10) 勤務における悩み：仕事の進め方45.7%、文化の違い 34.8%、職場の人間関係26.1%
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＊実際に企業に就職することができた元留学生に対する調査からは、日本語と付国語の語学力を活
かせていること、就職にほぽ満足をしていることがわかる。
2-3. 大学就職課に対する留学生の就職状況調査より
大学就職課1.200校のうち461件 (38.4%）から圃収されたアンケート調査結果から以下がわかる。
1)就職支援策を実施している： 14.7%
2)支援を行う際の課題：情報が少なく支援が難しいこと 72.2%
資料編の記述には、以下が述べられている。
・文系学部対象の求人が著しく少ない。
．求人票に留学生可・不可の記載がなく、留学生が採用対象となるかどうか判断しづらい。
・ライン上の技術者として雇用する傾向は強いが、スタッフとして起用することに対して、依然と
して外国人に対する企業側の偏見が根強いように感じる。
・B本人と同様の昇進・昇格のチャンスが与えられていない場合も多い。
・帰国する場合現地法人の雇用に切り替えられると処遇が悪化するケースも多い。
・採用する企業をバックアップする政策があると良い。企業に対して留学生の受け入れ枠を増やす
ように積極的に働きかけてほしい。
＊留学生の就職支援に当たっている担当者による記述からは、企業側の留学生採用についての厳し
い現状がうかがわれる。
2-4. 企業に対する外国人雇用に関する調査より
企業3000社のうち、 521件 (17.4%）から回収されたアンケート調査結果によると、
回答した企業の業種：製造業28.0%、その他サービス業 14.2%、情報サービス業 12.7%
従業員規模：平均312.8人、 50人未満35.3%• 100人以下65%
外国人従業員の雇用： 2割が雁用、 300-1000人59.3%、1000人以上47.1％で、大規模企業のほうが
外国人の扉用が多い。
業種別では、通信業100%、教育・学習支援53.3%、金融・保険・不動産業33.3%、飲食店・ホテル
26.9%、製造業26.0%。過去は採用したが今は外国人社員がいない業種が飲食店・ホテルで 19.2%
だった。
l)外国人従業員のうちの留学経験者の割合： 8%、うち中国出身が 6割
2) 在留資格：技術 40.4%、人文知識•国際業務 34.6%
3) 日本での最終学歴：大学51.9%、大学院修士50.0%、大学院博士21.2%
4) 職歴： 3割が販売／営業、システム開発／設計、通訳・翻訳、総務・秘書・人事・広報
5) 実際に就労している職種と希望する職種の比較では、貿易事務・通訳翻訳・教育研修は希望は
多いが就労は少ない、販売・営業、システム開発・設計は希望は高くないが就労は多い。
6) 留学経験者の採用方法は、新聞・雑誌 •HP広告38.5%、大学からの紹介38.5%、自社日本人社
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員からの紹介19.2%、公共職業安定所17.3%、国内人材紹介業者・派遣会社13.5％である。留
学生の特別枠は設けていない企業が77％であるが、飲食店・ホテル、教育・学習支援業、製
造業には特別枠が設けられている。
7) 企業の 6割弱は留学生を活用していないし、今後もその予定はない。
8)すでに雇用している企業は、今後も現状維持したい40.4%、今後も人数を増やしたい28.8％で、
特に情報サービス業、飲食店・ホテルが前向きである。
9)活用理由：国籍に関係なく優秀な人材を確保するため63.8%、海外とのネットワーク構築のた
め37.5%、海外との取引対応のため 25.0%、将来の海外支店・子会社への赴任のため 23.8%。
10)採用ポイントは、日本語能力63.8%、向上心・やる気56.3%、日本語以外の語学力（母語）43.8%、
専門知識・能力 42.5％で、異文化への順応性は雇用していない企業の方が重視している。
11) 留学未経験者との比較では、留学経験者はそれ以外の外国人より 8本語能力69.7%、文化・習
慣へのなれ65.7%。企業文化への順応性32.8％が優れている。
12)留学経験者の採用・活用時の課題：文化・習慣の違い42.0%、職場内での意思疎通40.5%、取
引先・顧客との意思疎通25.7%、企業への定着性34.7%、入国管理手続き 23.2%（活用してい
ない企業のみ）
＊企業に対する調査によると、外国人従業員のうちの留学経験者の割合はまだ少ないが、すでに扉
用している企業は、今後も採用人数について現状維持または増やしたいと述べている。そして、
採用ポイントは日本語能力、母語能力、そしてやる気であることがわかる。
2-5. 日本における留学生就職支援の在り方に関する検討（総括）より
1) 日本での就職を希望する留学生は多いながらも、外国人差別や日本語力に不安をもっている。
2) 元留学生の採用ポイントは H本語以外の語学力（母語）で、元留学生は現在の業務・職務にほぼ
満足している。
3) 留学生の日本における就職は困難、大学・専門学校などでの支援も遅れ気味
4) 企業の留学生活用促進ポイントは募集方法の簡略化と採用コストの低減
＊以上から、留学生の多くが希望している日本における就職の促進のためには、企業の就職情報・
採用意欲が増えることと、留学生が日本語力などを上げることが必要であることがわかった。就
職促進のためだけでなく、採用後の留学生の長期的な活躍のためのビジネス日本語教育という視
点から考えても、今後は、今まであまり行われてきていない産学の連携の強化が大きな鍵となっ
ていくと思われる。
3.留学生の受け入れ推進施策に関する政策評価
総務省による平成 17年1月11日付の「留学生の受け入れ推進施策に関する政策評価〈ポイン
ト〉には、留学生 10万人計画を達成した後の、留学生施策の評価がまとまっている。留学生、留
学修了者、留学関係者、留学生の採用実績のある企業、に対するアンケート調査結果から、以下、
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要点をあげる。
l)在日大使館からのヒアリング結果から、留学生増加の原因は、経済発展に伴う高等教育に対す
るニーズの高まりと就職に有利であることがわかった。
2) 私費留学生(1922人）へのアンケート調資結果によると、留学動機は、日本語を学びたい38.6%、
日本文化に典味がある32.3%、日本の科学技術を学びたい24.0%、日本の大学などの学位をと
りたい 22.5%、母国に帰ってからの就職に有利21.52％であった。
3)帰国留学生アンケート調査結果によると、日本で就職しなかった理由は、求人がない17.8%
情報がない 7.9%、就職斡旋がない 6.9％であった。
4)留学生採用企業(53社）に対するアンケート調査の結果によると、採用の動機は、日本人・留
学生を問わず、優秀な人材を確保する方針だから72.5%、留学生の母国との掛け橋となっても
らうため 35.0％である。
5)従事している職種は、営業・販売部門57.5%、研究・開発部門47.5% 経理部門 12.5％である。
6)留学生を採用した効果は、職場が活性化した 35%、留学生の出身国とのつながりができた
27.5%、会社の業績が向上した 22.5%、であった。
7)採用に際しての支障は、「生じていない」 82.5%、「あった」 12.5％であった。
8) 大学への調査によると、留学生が日本で就職できない理由は、留学生の希望条件と企業の採用
方針の違い 26.3%、留学生の学力不足26.3％であった。
＊この調究は、前述の 2.留学生の日本における就職状況に関する調査と重ねてみていくことがで
きる。
＊現状では留学生は就職を視野に入れて留学をしているが、情報や求人がないため、婦国している
ケースが多いことがわかる。また、留学生を採用した企業は支障を感じていないところが多く、
メリットを感じているところが多いことがわかる。
4. 高度外国人材の活用に向けて
平成18年6月20日付の経済産業省 産業技術環境局大学連携推進課、産学連携推進小委員会参
考資料第 3回資料には以下のように述べてある。
経済産業大臣の諮問機関である産業構造審議会は平成18(2006)年2月、大学と産業界が連携を
円滑に進め、これまでの行政の施策とその効果を検証し、今後の産学連携の在り方を議論するため
に、傘下の産業分科会内に産学連携推進小委貝会を再び設けた。ここでの主な論点は、 (1)産学連
携の進展と再評価 (2)研究面における産学連携一多面的な産学連携の推進、円滑な技術移転の一
層の促進を促し、競争的研究環境を整備するための効果的な施策、 (3)産学連携を通した人材育成、
すなわち教育面における産学連携ー産業界が求める人材ニーズを踏まえ、人材確保・育成での課題
に対応した大学の教育などの質的向上に向けた議論などである。
小委員会参考資料第3回資料 「I1高度外国人材の活用に向けて」には、
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•昭和 58年に提言された「留学生受け入れ10万人計画」は達成されたが、卒業後に日本で就職す
る留学生は少ないのが現状。
・留学生受入れ当初の目的は、日本と諸外国との相互理解増進や開発途上国の人材育成だったが、
多くの日本企業が国際的な事情展開を図る中、今後は、留学生が日本国内のみならず母国の日系
企業などへ就職し、活躍することが期待される。 (p.185)
とし、
・留学生の約7割がわが国で就職を希望するものの、実際に就職できるのは一部であること、日本に
留学してもキャリアパスが描けないことが、優秀な留学生の獲得を阻害する一因
と分析している。
そこで、企業側の心理的障壁を緩和するとともに、人材マッチングを促進し、就職を支援するこ
とが結果として優秀な留学生の獲得につながると述べ、そのために、留学生向けに設計したイン
ターンシップが必要ではないか。 (p.187)
と述べている。
そして、高度外国人材の活用を促進するための支援として、
①日本語研修の充実一日本企業への就職には、ビジネスで通用する最低限の日本語習得が必要
②就職につながる情報・機会の提供 a．企業インターンシップなど、 b．就職マッチング機能
③就職をめぐる制度的課題の解消 a．就職活動に関わる在留期間の限界 b．実態に応じた資格要
件の見直し
④帰国後のフォローアップ体制の充実
⑤住環境面などでの支援の充実
をあげている。 (p.189)
また、「高度外国人材の活用促進に向けて」では、「アジア人材を活用しようと考えている企業が
具体的に採用にいたるには、両者間の接触・理解の促進が重要ではないか、留学生も日本の就職活
動の実態をよく理解できなかったり、情報が不足していたりなどの問題を抱えているのではない
か」、と述べ、このような観点から、留学生インターンシップの実施、就職先探しというルートは
意味があるのではないか、就職マッチングのみならず、ビザの問題、さらには帰国後のネットワー
クの維持なども重要ではないかと提言している。 (p.190)
「高度外国人材の活用」という新たなキーワードは大きな意味があるといえよう。ここで、「高度
外国人材の活用」を実現させるために、問題点を整理してみたい。「高度外国人材の活用」の枠組
みを考えるときには、カテゴリーを分けてみたほうが良い。まず、すでに日本で生活をし日本語レ
ベルも高い留学生の活用とそれ以外の外国人材の活用を分けて考える必要があると思われる。そし
て、留学生の活用においても、理系 2の技術者となる留学生と、その他の主に文系の留学生では、
企業における役割が変わってくる可能性が高いので、分けて考える必要がある。
したがって、高度外国人材の育成においては、共通部分もあるであろうが、このカテゴリーごと
に的確な計画を立てていく必要があるだろう。留学生以外の外国人材の活用においても、さらに細
分化が考えられるが、本論では、留学生の多くを占め、また、筆者の身近でもある文系私費留学生
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に焦点を当てて考えていきたい。
その上で、重要なキーワードはやはり「産学連携」である。文系私費留学生がキャリアパスを描
けるようになるためには、企業が大きく門戸を開くことが何よりも望まれる。その上での大学と企
業の連携を作っていかなければならない。すでに、企業とのコンソーシアム体制に入っている大学
もあるようだが、まだ数少ない。そして、大学における日本語教育の見直しも必要だと思われる。
5. ビジネス日本語とは
ここで、「ビジネス日本語」とは何かを、整理しておこう。ビジネス日本語はアカデミック・ジャ
パニーズや生活H本語とどこまでが同じで、何が違うのだろうか。アカデミック・ジャパニーズが
「高等教育の場面」において必要な日本語であるように、ビジネス H本語は「ビジネス場面」で必
要な日本語である。したがって、共通部分は日本語という言語として初級から上級へ熟達していく
という部分である。当然、文法体系、発音アクセント体系、文字体系、基礎語彙などは共通してい
るといえよう。
一方、ビジネス場面で使われる日本語は、生活場面やアカデミックな場面よりも、よりシビアで
あるといえよう。うっかり間違えた一言で商談がうまくいかなくなってしまうことも有りうる。そ
のためにはより正確なコミュニケーションカが求められる。語彙や敬語の適切な使用も必要だが、
何よりも、論理的な説明力、問題解決能力がより求められる。
このような、ビジネス日本語教育がアカデミック・ジャパニーズ教育や生活日本語教育に比べ、
難しい点は、いわゆる日本語教師がビジネス場面の体験があまりないという点であろう。生活場面
やアカデミックな場面は、日本語教師の身近にあり調資も体験もしやすいが、ビジネス場面は実際
の現場に入らなければ実態がわからない。さらに、近年のビジネス界は日進月歩であるので、その
変化にもついていかなければならない。
ビジネス日本語は、最終的には業種別、職種別に、分かれていくが、アカデミック・ジャパニー
ズを大学における専門教育（専門学術日本語を使用）への前段階と定義したよがに、筆者は、こ
こでは、業種別・職種別に分かれる前の共通部分を「ビジネス日本語」と定義しておく。
上記から、ビジネス日本語の指導には、リアリティのある「ビジネス場面」の調査・紹介のた
め、ビジネス体験のある企業人あるいは元企業人とのコラボレーションが必要となる。元企業人と
いっても、変化の大きいビジネス社会の現在を紹介できる範囲の「元」と考えたい。また、留学生
に対するビジネス日本語教育を考えた場合は日系企業のビジネス現場の調査も必要となってくるで
あろう。今までは、「バリバリの企業人」とのコラボレーションを日本語教育として設定すること
はほとんどなかったのではと思われるが、まず、この点を作っていくことが求められている。広い
意味での産学連携が、特に、産業界の将来を見据えた協力が強く求められているといえよう。
留学生の卒業後の進路を考えると、大学の日本語教育において、ビジネス日本語を視野に入れた
教育がもっと行われることが留学生教育上大きな意味を持つといえよう。そして、それは、単なる
就職にいたるまでのものでなく（これもまず必要であろうが）、卒業後、留学生が国際社会の中で
長期的にいきいきと活躍できるためのビジネス H本語教育である必要がある。
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6.武蔵野大学大学院ビジネス日本語コースの現状一院生の記述から
平成 18年、武蔵野大学大学院人間社会・文化研究科言語文化専攻ビジネス日本語コースには応
募者の中から選抜試験に合格した38名が入学した。留学生の国籍は、中国26名、台湾 5名、輯国
7名で、男性 8名、女性30名である。
このコースの目的は、高度外国人材（高度職業人）の育成である。留学生は大学の 4年間でかな
りの学識を得ているが、その後多くが希望する進路である日本と関係のある国際ビジネスの場で十
分活躍するためには、足りないものがある。それらをできるだけ埋め、出身国と日本の両方の言語
と文化に堪能な、両国の架け橋として国際社会に貢献できる人材を養成することが、コースの目的
である。
コースのカリキュラムは、大きく以下の 3つの分野からなる。
l)実用性の高い日本語科目群：ビジネス日本語コミュニケーション演習 1-4＋ビジネス日本語
情報処理
2)企業文化群：日本ビジネス特別講義、企業概説、インターンシップAB
3) 課題研究：ビジネスにおいて必要な問題発見解決能力を養う
コースの特徴は、①修士論文ではなく、ビジネスで必要な問題解決能力育成のための課題研究を
課す、②講義型だけでなく、視聴覚、 ITなども使った体験型の授業を持つ、③ジェトロのBJT（ビ
ジネス日本語能カテスト）の活用、④OPI（全米外国語教会の開発した会話力判定テスト、会話カ
育成にも有効）の活用、そして⑤サポートシステムの充実である。そのため、実務・企業経験も豊
かな教員・スタッフをそろえ、毎日の課題・小テスト、英語補修を含むTA、8本人サポーター活
用などで確実に実力をつけていけるよう体系化している。アドバイザー制度で学生一人一人ときめ
細かく対応、オリエンテーションキャンプ、懇親会などで日本人との交流もしながら、安心して楽
しく学んでいけるような環境も設定している。 PCつきの自習室も完備。
教師間のネットワークを図るためには、毎月 1回のミーティングのほか、メーリングリストを活
用している。担当者が授業内容や気づいたことを毎日MLに載せることで、学生を中心とした授業
相互の相乗効果も図れ、また、問題のありそうな学生の情報も早めに察知することができている。
メーリングリストは学生向けのものもあり、学内の連絡はもとより、外部の就職セミナーなど、随
時、学生にとって必要な情報を流している。
紙面の都合もあり、カリキュラムの詳細は堀井(2005)を参照願いたい。ここでは、平成18年度
前期末 (7月24日）にAクラスの学生 18名に対して調査した「前期にこのコースで学んだもの」
についての回答記述をあげ、コースを振り返る。筆者の担当科目である日本語コミュニケーション
演習4Aは、 VTRによる企業事情研究、個人発表、バーチャルカンパニー・アクテイビティなど、
いくつかのユニットからなるが、他の 4技能別の科Hと連携をとりながら、ビジネス日本語の総合
的能力の育成を目的としている。筆者の担当時間で調査したので、この科目についての記述が若干
多くなっている。
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「前期にこのコースで学んだもの」より（原文のまま）
・ビデオを見ながら、 H本ビジネスの様子がよくわかった。楽しかった。（複数回答有り）
• 2007年問題、少子化など、 H本の事情について分析することができた。（複数回答有り）
・自分でも気づかないうちに、見えない能力を身につけていました。それは、物事に対して 8常生
活の中で意識して考えることです。このコースの総合授業で、 VTRの学習をした後、私は考え
方が変わりました。自分の実力をつけるためには、普段の生活から始めようと思います。たとえ
細かいことでも常にどうして、どうなるのかというような疑問を持ち答えていけば質問力や問題
解決能力が高められるのではないでしょうか。これもこのコースの一番魅力的なところではない
かと思います。
•ある現状を見て問題点を見つける能力、それを解決する能力の大事さを感じた。（複数回答有り）
・院生は自分の力で主体的に問題を発見分析解決しなければならない。
・思考力と判断力。このコースに入ってから本当に大人になったと思う。なんでも自分で考え、結
論を決める。たとえば、ビデオを見るとき、さまざまな現場で、問題が起こり、短時間で解決し
なければならないというようなことで、本当に頭にいい刺激を与えると思う。今、自分の考え方
は前より深くなったと思っている。
・論理的思考力。今まではあまり自分の意見を持たない人間であったので、最初に課題を書くとき
や発表するときは、とても緊張した。いつも時間がかかりすぎた。しかし練習を通じでだんだん
できるようになり、自分の意見も少しずつ論理的に書けるようになった。
•発表にたくさんのことを学んだ。発表の方法を勉強した。それから教訓を受けた。なぜかという
とほかの人が発表するとき自分が知らない知識を勉強することができたからである。たとえば異
文化の受けいれ方、日中の文化の違い、電話の受け方、などいろいろな知識を始めて知った。し
かも発表の方法も勉強した。発表前のくりかえし練習と充分な準備が重要だと思う。自分は準備
不足のせいでいいたかったことを伝えることができなかった。これからまたチャンスがあったら
もっとがんばりたい。
・プレゼンテーションの仕方。ただ内容を話すのではなく。どうすれば聞く側にわかってもらうか
が大切。発表の目的、中心、結論など、はっきり話すと聞く側もすぐ理解できていい質問も出
る。（複数回答有り）
・プレゼンのためにいろいろなことを準備した。そのプロセスでの資料収集やさまざまな情報から
必要な部分だけを選んでまとめる能力、聞く人にわかりやすいないようにまとめ、レジュメを作
成する能力を学んだ。また、他の発表を聞いて質問をしコメントを書く力も身についた。
・バーチャルカンパニー・アクテイビティで自分のグループは会社作りから 2007年問題に対応し
た商品の開発までチームワークが取れていたので、構想力、実践力が入学前の私と比べてずっと
高くなりました。
•今までは単純な日本語の勉強だけをしてきたが、このコースに入ってから視野を広げることがで
きた。
・会話の能力が高まった。アクセントの矯正を受けた。ビジネスにおける会話を勉強した。
・ビジネス現場で多く使われているビジネス会話が話せるようになった。
・ビジネス文書の書き方、文書を書く力がついた。（複数回答）
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・私はずっと作文が弱くて、ただ400字の自己PRで6時間かかったこともある。今のコースで宿
題を書いたり、振り返りシートで感想を書いたりして、知らず知らずに文章や自分の感想を
スムーズに書けるようになった。そして文法の間違いも少なくなった。
・授業のおかげで、以前は文章を書くことを非常に苦に思っていたが、いつの間にか書くことが好
きになった。
・ビジネス文書の作成、ビジネス情報処理でビジネス文書作成のコツを学んだ。将来の本場で役に
立つと思う。
・コンピュータ操作能力が上がった。
・インターネット、テレビなどを利用しで情報を集め勉強する能力がついた。
・8本経済に関する知識が豊かになった。
・企業の序列とポイントの記事を勉強した。村上ファンドの事件もよく理解できた。
・日本企業の現状の知識を身につけた。系列の概念や日本の貿易など大体わかった。株式会社の運
営から経理財務の業務内容までも学んだ。これらは就活のとき、非常に役立つと思う。
・日本のビジネス社会の有り方がわかった。
・日本ビジネス特別講義と日本企業概説で、具体的にさまざまな日本企業の実情を理解し、また、
グループデイスカッションを通して、総合的分析・考察する中でコミュニケーションカを身につ
けたように思う。また積極性を発揮しながら、チームワークにおける強調生の大切さも身をもっ
て感じた。
•もう一つ、このコースで学んだことはチームワークの大切さです。これは木曜の授業で気がつい
たことです。一つの問題に対してみんなでデイスカッションして自由に意見を述べたりして、最
後にまとめて発表します。初めて授業が終わったとき、とても感心しました。自分が知らないこ
とを他の人がいうのをきいてふと思いついて言う、こういう時もありました。仕事でみんなの助
け合いは大事ですよね。
・デイスカッションをやって自分の件を堂々と話す能力がアップした。
・ BJTについて 6月に受けた。予想と違い準備が足りないと思う。もっと日本のビジネスと会社の
仕事の流れを勉強しなければならないということがわかった。
・就職活動の準備がきちんとできた。コース開始前は就活についての知識はまった＜ゼロに近かっ
たのに、前期が終わった今、すべての書類が書けるようになった。本番までに何回も修正し、一
番良いバージョンを作りたい。
・自己PRと就職準備。以前自分はいったい何ができるのか、可能性がどこまでか考えたことがな
かった。しかし、この 4ヶ月ぐらいでちゃんと考えるようになった。
•もう一つは実際の授業や書籍以外の社会知識である。これは日本に来ないと、日本社会で生活を
体験しないと理解や気づけないことだと思う。たとえば、何回も先生方に言われて、時間のルー
ルを守るということなどである。生意気やわがままではいけないというようなことばは私にとっ
ては非常に印象深い。今後社会に出て、ビジネス世界に入ったら、そういう「忠告」をしてくれ
る人はいないだろう。先生方より教えていただいた社会の常識は私たちにとっては一生役に立つ
と感じている。
・時間厳守。決まった時間内に課題を出したり、発表したりすることで時間厳守の大切さがわかっ
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た。将来仕事のとき、約束した時間どおりに仕事を完成することが一番重要なことである。ま
た、このコースは課題が重なる場合が多いので、だんだん時間の利用と分配の仕方が身につい
た。
・一番影響を与えてくれたのは大学院の雰囲気でした。自分はなんのためにこの大学院に入ったか、
どうやって卒業して仕事に就くのかがはっきりした。私は今まで勉強が嫌いで本もあまり読んだ
こともありませんでした。極端にいえば、大学入学試験の当日もゲームセンターに言った男でし
た。しかし、大学院に入った後、見たものが前とぜんぜん違うようになってきました。先生も学
生のためにがんばっているし、学生たちも勉強に熱心で、この雰囲気が私を変えたのかもしれま
せん。
以上から、留学生一人ひとりが入学時に持っていた能力がこのコースによっていろいろな面で引
き上げられたという認識が見られるといえよう。日本語能力のレベルアップ部分とビジネス日本語
能力の獲得両面が見られるが、最終的に求められる力が各自の中で少しずつ具体化されていくこと
で、現在足りない面を強化していこうという意欲も見られる。たくさんの気づき、自律性の獲得、
前向きな姿勢が、「ビジネス日本語」として集中的、体系的に学ぶことによって培われているので
はないだろうか。因みに 6月に全員が受けた BJTでは、最高位のJl＋獲得の学生が38名中 6名、
Jlが 14名であった。
平成18年 9月付けの経済産業省による「社会人基礎力」には、ビジネス環境の変化により求め
られる能力が高度化しているとして、「スピーデイに新しい価値を創出すること」が求められる現
代において、社会人基礎力を「前に踏み出す力（アクション）」、考え抜く力（シンキング）、チー
ムで働く力（チームワーク）の 3つにまとめている。
これは、留学生向けのものではないが、日本社会で仕事をしようとする留学生にも求められるも
のであろう。筆者がアカデミック・ジャパニーズを甚礎にしたビジネス日本語を、と考えているの
は、この社会人基礎力につながる問題発見解決能力を、大学生のころから引き続きこのコースでも
育成することを重視しているからであるが、その点においても、院生の記述に、成長の後が確認さ
れる。
7. おわりに
何事も、始めなければわからないことがある。留学生の「出口」につながるものを作りたいと、
コース開始前に、集められる限りの先行文献を読み、 JETROなどへも話を聞きに行き、また、ビ
ジネス H本語教育に携わっていた方の協力も得て、カリキュラムをたてた。しかし、この分野、特
に、留学生を対象としたビジネス日本語の研究は大変少なく、教材も新たな開発が必要であった。
そして、 1年目の半分を終えた今、コースを始めたことで、見えてきたものがいろいろある。
コースのゴール確定のためには、今後さらに企業内部に人っての調査研究が必要であろう。小野
寺他 (2004)や茂住 (2004)の研究はその意味で興味深い。インターンシップのための企業訪問や、
NPOを訪れたことで、いろいろなつながりが生まれた。行政の話も聞き、「留学生に対するビジネ
ス日本語教育」のフレームはだいぶ整ってきたと思う。これは、コースを始めなければできなかっ
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たことだと、今、考える。
アジアの成長は目覚しい。アジアの発展とともに、日系企業や日本企業の競争力強化のために
は、母国の市場を理解する外国人材の活用が大きな鍵となるはずである。しかし、日本企業が、「男
性・新卒正社員中心、年功賃金、終身扉用」システムを自ら打ち破っていかなければ、外国人材は
H本を離れていってしまうだろう。
始めにあげた、「新たな構想」は大変画期的なものである。キーワードは産学連携である。大学
側からもいろいろな形で扉をこじ開ける試みをしていきたいと考えているが、企業の理解が大きく
望まれる。
今後は、今までのヒアリングを参考にして、国内外の企業における本格的な調査研究を予定して
いる。教材・教授法の体系的な開発、ビジネス日本語教師の育成など、手がけるべきことはたくさ
んある。
日本を選び、 4年から 6年にわたり日本で生活をし、日本語と日本文化に堪能となった留学生
が、キャリアパスを描けるようになるために、関係省庁、企業、そしてH本語教育の連携を、確実
に進めることが、求められている。
注
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